
Ó．投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 －5¶340¶879¶000

有価証券の償還等による収入 5¶400¶000¶000

有形固定資産の取得による支出 －322¶291¶584
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投資活動によるキャッシュ・フロー －263¶170¶584

Ô．財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務返済による支出 －600¶072
EEEEEEEE

財務活動によるキャッシュ・フロー －600¶072

Õ．資金増加額 314¶171¶273

Ö．資金期首残高 675¶989¶064
EEEEEEEE

×．資金期末残高 990¶160¶337
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法人単位行政サービス実施コスト計算書
(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

（単位：円）

Ò 業務費用

損益計算書上の費用

公園事業費 2¶413¶583¶582

基金事業費 185¶183¶405

一般管理費 329¶699¶282

災害義援金 2¶331¶779

雑損失 18¶083¶520

臨時損失 13¶243¶669
EEEEEEEE

2¶962¶125¶237

(控除）自己収入等

公園事業収入 －2¶148¶983¶345

資産見返負債戻入 －260¶805¶102

長期預り寄附金戻入 －20¶366¶329

基金運用収入 －306¶724¶094

財務収益 －349¶686¶358

雑益 －18¶930¶645

臨時利益 －38¶400¶000
EEEEEEEE

－3¶143¶895¶873
EEEEEEEE

業務費用合計 －181¶770¶636

Ó 引当外退職給付増加見積額 23¶288¶300

Ô 機会費用

政府出資金及び大阪府出資
金の機会費用

683¶075¶021

機会費用合計 683¶075¶021
EEEEEEEE

Õ 行政サービス実施コスト 524¶592¶685
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重要な会計方針［法人単位］
平成23事業年度より改訂後の「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（独立行
政法人会計基準研究会 財政制度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計部会 平成23年６月28日
改訂）」及び改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」（総
務省行政管理局 財務省主計局 日本公認会計士協会 平成24年３月最終改訂）を適用しております。
１．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 11～50年 構築物 ７～60年 機械・装置 ６～22年
また、リース資産は、リース期間を耐用年数として残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

] 無形固定資産
定額法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
平均原価法による低価法を採用しております。

３．引当金の計上基準
\ 助成事業引当金
交付決定した助成金のうち翌年度支出予定額を計上しております。

] 賞与引当金
役職員の賞与の支給に備えるために、支給見込額に基づき計上しております。

^ 退職給付引当金
役職員の退職給付の支払いに充てるため、内規に基づき、役職員が自己都合で退職した場合の
期末要支給額の全額を計上しております。

_ 貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒懸念債権については、個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

` 環境安全対策引当金
「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に基づき処理が義務付
けられている、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理費用に充てるため、当機構が保管しているポリ
塩化ビフェニル廃棄物について、日本環境安全事業株式会社から公表されている処理単価に基づ
き算出した処理費用見込額を計上しております。

４．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券
償却原価法（定額法）

５．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資金及び大阪府出資金の機会費用の計算に使用した利率は、国債利回りを参考に0•560％
としております。
７．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、第一号勘定は税抜方式、第二号勘定は税込方式によっております。
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